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別表（第１、第５、第９関係）

区分 メニュー（費目） 事 業 内 容 事業実施主体 採択要件、実施基準 補 助 率 等

推進 産地競争力の強化 この事業は、メニュー欄の対 市町村 次に掲げる全ての １／２以内

事業 産地収益力の強化に 策を推進するための事業とし、 農業者の組織する団体（代表者の定めがあ 要件を満たすこと。

向けた総合的推進 次に掲げる内容を実施できるも り、かつ、組織及び運営についての規約の

のとする。 定めがある団体等をいう。） １ 受益農家が３戸

土地利用型作物、 公社（地方公共団体が出資している法人を 以上であること。

果樹、生産体制保安、 １ 協議会の開催 いう。） ２ 事業実施により

家畜改良増殖、 ２ 行動計画の作成 市場関係者（知事が別に定めるものをいう。 目標を定めている

生乳乳製品流通 ３ 調査の実施 ただし、野菜を対象とする場合に限る。） こと。

４ 実証、試験の実施 消費者団体（知事が別に定めるものをいう。 ３ 知事が別に定め

５ 技術の普及 ただし、野菜を対象とする場合に限る。） る要件及び基準等

６ 啓発活動 特定非営利活動法人（特定非営利活動促進 を満たしているこ

７ その他（知事が別に定める 法（平成10年法律第７号）第２条第２項に と。

取組に限る。） 規定する団体をいう。ただし、野菜を対象

とする場合に限る。）

地方公共団体所属団体（消費者団体又は特

定非営利活動法人及び地方公共団体が所属

している団体をいう。）

知事、総合振興局長又は振興局長が適当と

認める団体（以下「特認団体」という。）


